
様式第３号

　　　　年１２月３１日現在

1 千 円 22 千 円

2 23

3 24

4 25

5 26

6 27

7 28

8 29

9

10

11

12 30

31

13 32

14 33

15

16

17

18

19

（固定資産計）

20

34

（繰延資産計） 35

21 36

（注）「資産合計」＝「負債・資本合計」
　　　たとえば、資産合計が500万円ならば負債・資本合計も500万円です。

事 業 主 貸

資産合計

繰 延 費 用

無 形 固 定 資 産

負債・資本合計

（ 引 当 金 計 ）

事 業 主 借

出 資 金 （ 元 入 金 ）

本 年 利 益

その他の固定資産

貸 倒 引 当 金

売 掛 金

受 取 手 形

車 両 運 搬 具

有 価 証 券

商 品

価 格 変 動 準 備 金

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品

土 地

当 座 預 金

未 払 公 課

短 期 借 入 金

（流動資産計）

機 械 装 置

貸 付 金

前 払 金

その他の流動資産

建 物

その他の固定負債

（固定負債計）

長 期 借 入 金

（ 流 動 負 債 計 ）

その他の流動負債

定 期 預 金

積 立 預 金

未 払 金

そ の 他 の 預 金

貸借対照表（個人用）

負　　　　　　　債資　　　　　　　　産

現 金

金　　　額（単位：円）

支 払 手 形

前 受 金

未 払 費 用

買 掛 金

金　　　額（単位：円）科　　　　目 科　　　　目



記入要領（個人のみ提出すること。）

(1)　資産は、営業の用に供している資産を記入する。従業員のための厚生施設もこれに含まれること。

(2) 12 ：店主に一時的に融資された金額など

(3)

(4) 18

(5) 19 ：投資・建設仮勘定など

(6) 20 ：創立費・開業費・開発費など

(7) 29 ：子会社からの短期債務・仮受金など

(8) 28 及び 30 の短期・長期は、支払猶予期間が１年より短期か長期かの区分であること

(9) 35 ：前年末の次年度繰越資本金を記入すること

：営業権、特許権・商標権等について、減価償却累計額を控除した総額を
　記入すること

： 13 ～ 16 について、減価償却の必要があるものについては、減価償却
　累計額を控除すること

その他の流動資産

減 価 償 却

無 形 固 定 資 産

その他の固定資産

繰 延 費 用

その他の流動負債

出 資 金 （ 元 入 金 ）


